
（様式第５号）

機能要件確認表（児童手当）

No 機能要件
必須
項目

対応
可否

カスタマイズ
費用

備考（代替案等）

システム基本機能

1
提案システムが、他の自治体への導入実績がある安定性、信頼性に優れたパッケージシ
ステムであること。

●

2
職員が実施する操作等において、特別な知識を持たない職員にとっても使いやすいよう
に、画面構成や入力操作の共通性及び検索機能の充実した、操作性に優れたシステムで
あること。

●

3 制度改正等に対応するため、拡張性が考慮されていてカスタマイズが可能であること。 ●

4 検証環境（テスト環境）を備えたシステムであること。 ●

5
クライアント端末を追加する場合に、ミドルウェアを含めライセンス料等の追加費用が
発生しないこと。

●

6 仮想デスクトップで動作することが確認されたシステムであること。 ●

7
クライアント端末に特別なソフトウェアをインストールすることなく利用可能な（汎用
的なソフトウェアのみで稼働する）Webシステムで構築されていること。

●

8
システム利用者のＩＤ管理ができること。
ログインにはＩＤとパスワードが必要であること。
ＩＤは、管理者、バッチ処理権限ユーザ、一般ユーザ等の区別ができること。

●

9
仕様書の内容（文字やデータ連携、形式はＣＳＶ形式、可変長、カンマ区切りを想定）
を踏まえ、本市住民記録システムとの連携が可能であること。

●

10
仕様書の内容（文字やデータ連携、形式はＣＳＶ形式、可変長、カンマ区切りを想定）
を踏まえ、本市住民税システムとの連携が可能であること。

●

11 社会保障・税番号制度に対応できること。 ●

12 社会保障・税番号制度により求められる安全管理措置を踏まえていること。 ●

13 仕様書の内容を踏まえ、次期システムへのデータ移行が可能であること。 ●

14
システムから出力できる帳票等について、本市の仕様に合わせてレイアウトの変更等が
できること。

●

システム基本操作

15
受給者番号、宛名番号、世帯番号、カナ氏名、漢字氏名、生年月日、性別、個人番号で
検索が行えること。

●

16
受給者番号及び宛名番号での検索の場合は、前ゼロを省略した番号でも検索ができるこ
と。

17 カナ氏名検索の場合は、前方一致等の検索が可能であること。 ●

18
検索結果で候補者が複数存在する場合には、候補者の一覧に受給者番号、漢字氏名、住
所、生年月日、住登・住登外区分、資格喪失の有無の全部又は一部が表示されること。
一部の場合は、表示されない項目を本表の備考欄に記載すること。

●

19 対象者の検索を行う際に、検索履歴を使用した対象者の照会ができること。 ●

20
各業務画面には、受給者の基本情報（氏名・住所・生年月日・年齢・性別・受給者番
号・宛名番号・世帯番号・住登外区分）の全部又は一部が表示されること。
一部の場合は、表示されない項目を本表の備考欄に記載すること。

●

21

各業務画面に表示される受給者の基本情報に加えて、その受給者の状況が一目でわかる
ような状態で、次の項目が表示されること。
住登外区分、送付先登録の有無、口座の登録の有無、相談(メモ)内容の登録の有無、認定
状況、資格喪失事由等

22
入力ミス、更新誤り等を防ぐ機能（画面入力時のエラーメッセージのポップアップ等）
が備わっていること。

●

23
日付入力時は、西暦又は和暦の何れかで入力できること。
和暦を使用する場合は、元号を数値（4＝平成、5＝令和　等）で入力できること。ま
た、元号が改正された場合でも対応可能であること。

●

受給者管理

24
受給者に関する全ての情報を参照するにあたり、可能な限り画面展開を少なくできるこ
と。

●

25
受給者情報について、最新の画面から異動履歴一覧を介し、同様に受給情報の履歴を参
照できること。

●

26
受給者に対する年間支払情報（支払対象月・支払予定額・支払済額・過払い金・内払返
還）の一覧照会ができること。また、過去の履歴についても照会できること

●

【対応可否欄入力区分】
A：標準仕様にて対応
B：カスタマイズにて対応
C：代替案にて可能
D：対応不可
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27
画面でＤＶ等の対象者であることが一目で分かるように強調表示されること。オンライ
ン画面から個別設定（住登外登録者含む）がおこなえること。

●

28 配偶者の変更・登録・取消ができること。 ●

29 受給情報、口座、受給要件児童情報の変更ができること ●

30 里親委託・施設入所による里親や施設の新規認定、増額・減額改定ができること。 ●

31 福祉施設入所等児童への支給に伴う施設情報及び入所児童の管理ができること ●

32 各施設受給者の支払情報が照会できること ●

33 施設長の変更をおこなえること ●

34
受給者に対して、支払の差し止め及び支払の差し止め解除の管理（差止開始日・差止解
除日・差止理由等）がおこなえること

●

35 受給者の別居監護児童情報（住所・氏名・メモ等）の管理ができること ●

36 現況届・所得情報は、過去の年度についても照会できること ●

住民記録システムとの連携

37
住民記録システムからの異動情報を取り込み、データベースに反映できること。
取込エラーとなった場合は、エラーが明示され、エラーリストが出力できること。

●

38
住民記録とは別に、住登外の登録ができること。
住民登録がされた場合、住登外時の履歴を引き継げること。

●

39
住民記録において児童手当の受給者の世帯に異動があった場合、異動者一覧表を処理
日、異動事由の抽出条件・全異動事由で出力できること。

●

40
児童手当受給者等に関して、住民記録側に対して受給情報等（宛名番号、受給開始年月
日、受給終了年月日等）の連携が行えること。

●

住民税システムとの連携

41
住民税システムからの異動情報を取り込み、データベースに反映できること。
取込エラーとなった場合は、エラーが明示され、エラーリストが出力できること。

●

42
住民税システムとのデータ連携ができない対象者がいる場合は、オンライン画面から登
録が可能であること。また、データ修正の必要がある場合も、オンライン画面から修正
が可能であること。

●

43 受給者及び配偶者の税情報に異動があった場合にリストが出力されること。 ●

現況届処理

44
現年度の受給者の現況届一覧（受給者台帳）、受給者情報が出力された現況届、現況届
受付のお知らせ、宛名シールを出力順、認定番号を指定して出力できること。

●

45 現況届の様式は制度改正の有無に関わらず変更が可能であること。 ●

46 現況届の受付処理を画面入力で行えること。 ●

47 現況届の受付処理を受付用バーコードを使用した方法でもおこなえること。 ●

48 受給者ごとに年度切替ができ、年度切替は現況届の認定処理によりおこなえること。

49
各年度ごとに現況届未提出者一覧が出力できること。またその対象者に対し督促状が出
力できること。

●

50
現況届未届の受給者は、現況届認定処理をおこなうまで支払差止になり、認定後支払が
可能になること。

●

51 現況届受付完了後でも、届出内容の修正ができること。 ●

52 現況届未提出の場合等による時効対象者の一覧が出力できること。 ●
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53 所得情報をもとに、所得超過者一覧を出力できること。 ●

54 所得情報をもとに、受給者と配偶者の所得の比較がおこなえること。 ●

55 所得情報をもとに、一括認定処理が年度ごとにできること。 ●

56 認定処理の結果に基づき、額改定変更通知書、認定区分変更一覧の出力ができること。 ●

番号制度に関する連携等

57
新規認定請求審査、及び現況届処理等において団体内統合宛名システムを介して、他市
町村に対しての情報照会ができること。

●

58
現況届処理において、番号制度に係る情報連携により地方税関係情報の一括情報照会を
行うため、団体内統合宛名システムへ送信するＣＳＶファイルが作成できること。

59
番号制度に係るデータ標準レイアウトで指定された情報を副本として中間サーバーに登
録するため、団体内統合宛名システムに送信するＣＳＶファイルが作成できること。

●

異動処理

60
新規認定、額改定（増額・減額）、消滅処理ができること。異動事由（出生、監護・生
計開始、同居優先等）を設定できること

●

61
新規認定、額改定（増額・減額）、消滅処理などの異動処理をおこなった場合、異動後
の支給額が確認できること

●

62 受給者と同一世帯以外の児童を支給対象児童として登録できること ●

63 支給開始年月日を申請日よりも遡って入力できること ●

64 年度を遡及して異動処理がおこなえること ●

65 誤って入力した情報を修正とは別に画面上で元に戻す処理ができること

66
年齢到達による一括更新処理（消滅・額改定・児童区分更新）ができること。また、そ
の対象者に額改定、消滅の通知が発行できること。加えて、対象者一覧が発行できるこ
と。

●

67
異動処理（認定・額改定・消滅・却下・差止等）ができること。対象者にそれらの通知
が発行できること。また、対象者一覧が発行できること。

●

68 認定請求入力後、所得情報をもとに認定処理ができること。 ●

69 誤って情報を削除した際、修正とは別に画面上で復元することができること

70
児童死亡、里親の委託解除や施設等を退所したこと、支給要件終了年齢到達による減額
改定ができること。 ●

71
施設等の廃止、里親でなくなること、里親の転出や施設等の移設、里親の委託解除や施
設等の退所、児童死亡、支給対象終了年齢到達による受給消滅ができること。 ●

72 異動処理の更新時に自動的に異動履歴ができること ●

支払処理

73
２月期、６月期、１０月期の定時支払者の抽出処理を支払日を指定し、一括で処理でき
ること。

●

74
本来支払うべき定期払い後に異動処理をおこなった場合や支給事由消滅対象者に対し、
随時払いができること

●

75
支払差止登録及び解除ができること。また、支払差止対象者並びに解除者の一覧が作成
できること。

●

76 保育料、給食費を児童手当から徴収できること。 ●

77 全銀協フォーマットの振込データを作成できること。 ●

78 施設受給者の手当支払が可能なこと。 ●
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79
受給者死亡や施設退所等の児童に対し未支払処理がおこなえること。また、一覧・未支
払通知が発行できること

●

80 支払通知書・支払一覧（児童手当から徴収された額の内訳を表示）が発行できること。 ●

81 施設受給者の支払通知書が発行できること。 ●

82
支払処理をした児童数・支給額を支給区分（3歳未満の被用者, 非被用者と3歳以上の被
用者, 非被用者と中学生の被用者,非被用者の児童手当、特例給付ごと）および対象年月ご
とに集計した支払月別状況表を、支払年月日の範囲指定で作成できること。

●

83
支払処理をした受給者・施設受給者の支払月別状況一覧表を、支払年月日の範囲指定で
作成できること。

●

84
保育料・給食費等を児童手当から徴収できること。また受給対象者のデータを一括で取
込むことができること。

●

85
保育料・給食費等を児童手当から徴収される受給者に対する、徴収通知書および一覧表
について対象年月を範囲指定し、認定番号順に出力できること。

●

操作者権限管理

86 操作者自身でパスワードの設定・変更ができること。 ●

87 パスワードの有効期限前にワーニングメッセージを表示できること。

アクセスログ管理

88
ログイン情報や参照・更新した情報等のアクセスログを管理し、いつ、誰が、誰の、何
の情報を、どうしたのか等のオンライン使用状況であるアクセスログについて記録でき
ること。

●

89
システム管理者が必要に応じてアクセスログを検索し、参照できること。また、CSV
ファイルにデータを抽出できること。

●

90 個人番号を照会したアクセスログを取得できること。 ●

91 個人番号へのアクセスログを画面上で確認できる機能があること。 ●

帳票

92
支給状況報告書（平成２４年６月２８日雇児発０６２８第１号（施設等受給者分含
む））を作成できること

●

93 認定請求者の一覧表を、認定請求日の範囲指定で作成できること。 ●

94
受給者に送付する帳票等は、窓あき封筒を使用することを前提としたレイアウト（郵便
局用バーコード含む）で宛名を出力すること。

95 電子公印、発行番号（公文書番号）が必要な通知書にはそれらが出力できること。 ●

96 受給者・児童数について集計できること ●

97 認定通知書・額改定通知書等を受給者を指定し過去の履歴からも発行できること ●

98
受給者台帳を、年度・認定番号・認定年月日・消滅年月日・現時点等範囲を指定して出
力できること

●

99
支払月ごとの支払件数（児童延数）、金額（保育料・給食費含む）がわかる月計表が出
力できること。

●

カスタマイズ費用 計 0
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